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２．対象・目的・内容
　ボランティア団体やＮＰＯ法人などの市民活動団体が、自主的・自発的に取組む非営利で公益的な活動に

年

対し、
活動経費の助成を行う。助成金の交付を希望する団体に対し、企画書の提出や公開プレゼンテーションを通した審
査を行い、事業採択の可否及び補助額を決定する。

事 業 概 要

　自主的、自発的に取り組む非営利で公益

度

的な事業を行う市民活動団体で、市内に在住、在勤、在学する５名以上
事業の対象 の会員で構成されるグループを対象とする。

（誰・何を）

　「参画と協働によるまちづくり」をさらに推進するため、ボランティア団体やＮ

　

ＰＯ法人などが取り組む、社会
事業の目的 をよくしていくための活動の支援を行う。
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説 明
価

事

　市民提案型まちづくり事業は平成23年度に事業開始してから６年目を迎えるが、毎年７～９団体の企画書提出が
あり、また１団体につき３回までの利用と回数制限を設けていることから、同一団体のみへの助成に偏ることもな
く毎年新規申請団体があり、バランスよく市民活動団体のまちづくり活動のサポートを行う事ができている。西脇
市まちづくり推進審議会の答申を受け補助金交付規程の見直しを行い、平成28年度から利用者にとってより使いや
すい制度として運用していることもあり、継続して事業を実施することが望ましい。

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直

業

接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　前回の２次評価では、改善・見直しとして事業周知のための広報に努められたいという評価であったが、毎年新

評 規を含む７～

の

９団体の申請がある状況で、事業周知は図られている。また、１団体につき３回までを利用限度とし

説 明 ており、バランスよく自主的な活動のサポートが行えていると判断する。

価 　自治基本条例第15条の、市は公益活動

概

を尊重するとともに、必要に応じその活動に対して支援を行うという規定
に基づき、引き続きこの事業を実施することで、参画と協働のまちづくりを推進されたい。
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　事業募集については市広報紙、市ホームページ、また公共施設

　

等へのチラシ、ポスターの掲示で行っており、毎
実績・成果 年新規申請団体が数団体ある。また、申請団体数も、一団体につき３回までの利用という回数制限があるため申請

団体が入れ替わりながらとなるが、毎年７～９団

当

体の申請があることから、この事業により、参画と協働のまちづ
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また活動の裾野を拡げるサポートが引き続きできるように工夫していく。

６．評価
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